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一時保護後の施設入所における広域的な連携に関しては、現に地方公共団体間の申合せが
ある場合はその申合せによることとし、ない場合は、次の取扱いが行われることが望ましい。
Ê 他の都道府県の婦人保護施設に被害者が入所するときの入所に係る費用は、送り出し側
の都道府県が負担すること。

Ë 他の都道府県の母子生活支援施設に被害者が入所するときの入所に係る費用は、被害者
の住所地が送り出し側の婦人相談所の管轄区域内にある場合は、被害者の住所地を管轄す
る福祉事務所のある市等及び一時保護を行った婦人相談所がある都道府県が負担し、被害
者の住所地が不明又は送り出し側の婦人相談所の管轄区域外にある場合は、一時保護を
行った婦人相談所の所在地を管轄する福祉事務所のある市等及び一時保護を行った婦人相
談所がある都道府県が負担すること。

Ì ÊËいずれの場合も、被害者が入所する施設へ移る際には、送り出し側の婦人相談所職
員等が同行支援し、その費用については送り出し側が負担すること。

７ 被害者の自立の支援
法第３条第３項第４号において、支援センターは、被害者が自立して生活することを促進する
ため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等について、また、同項第６号にお
いて、被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調
整その他の援助を行うこととされている。
\ 関係機関等との連絡調整等
被害者が自立して生活しようとする際、就業機会の確保、住宅や生活費の確保、子どもの就
学の問題等、複数の課題を同時に抱えており、その課題解決にかかわる関係機関等は多岐にわ
たる。それらの機関が、認識を共有しながら連携を図って被害者の自立を支援する必要がある
ことから、関係機関等との連絡調整は極めて重要である。
関係機関等との連絡調整については、日ごろから支援センターが中心となって関係機関の協
議会等を設置し、関係機関等の相互の連携体制について協議を行うとともに、各機関の担当者
が参加して、具体的な事案に即して協議を行う場も継続的に設けることが望ましい。

また、個々の事案について、被害者からの相談内容に基づき、自立支援プログラムの策定や
実施など、自立支援のために必要な措置が適切に講じられるよう、支援センターが、関係機関
等と積極的に連絡調整を行うことが望ましい。
なお、支援センターを設置していない市町村においても、関係機関等との連絡調整を行い、
被害者に対し、自立に向けた継続的な支援を行う窓口を設置し、これらの役割を果たすことが
望ましい。
ア 手続の一元化
複数の窓口に対し、被害者が個別に出向いて繰り返し自身の置かれた状況を説明し、支援
を受けるための手続を進めることは、加害者に遭遇する危険性が高まる上、心理的にも、被
害者にとって大きな負担となることが指摘されている。このため、被害者支援に係るワンス
トップ・サービスの構築を推進することが望ましい。庁内の関係部局や関係機関においてあ
らかじめ協議の上、被害者の相談内容や、希望する支援の内容を記入する共通の様式を設け、
その様式に記入することによって、複数の窓口に係る手続を並行して進められるようにする
ことが望ましい。また、その手続を行う際にも、一定の場所に関係部局の担当者が出向くこ
とによって、被害者が、一か所で手続を進められるようにすることが望ましい。
その際には、個人情報の適正な管理の観点から、様式に記入する内容は、どの手続にも必
要な基本的な事項に限られるよう留意することが必要である。
イ 同行支援
被害者は、加害者の元から避難して新しい生活を始めるに際して強い不安や負担感を持ち、
自身で様々な手続を行うことが難しい場合も少なくない。このため、支援センターにおいて、
事案に応じ、関係機関への同行支援を行うことにより、被害者の負担の軽減と、手続の円滑
化を図ることが望ましい。その際、民間団体の協力を求めることが考えられる。
同行支援の内容としては、被害者が関係機関において手続を行う際に、支援センターの職
員等が同行し、被害者の安全に配慮するとともに、必要に応じ、当該関係機関に対し、被害
者の置かれた状況等について補足して説明を行い、関係機関の理解を得ることによって手続
が円滑に進むよう支援を行い、また、被害者に対し、手続の方法等を分かりやすく教示する
こと等が考えられる。

] 被害者等に係る情報の保護
被害者の自立の支援においても、被害者及びその関係者の安全確保を図るため、被害者の住
所や居所はもとより、被害者の支援を行う施設や団体の所在地等、被害者等に係る情報の管理
に細心の注意が求められる。支援センターにおいては、被害者の支援にかかわる関係機関等に
対し、被害者等に係る情報管理の徹底を呼び掛けることが必要である。
支援センターは、被害者に対し、住民基本台帳の閲覧等に関し、被害者を保護する観点から、
以下の措置が執られていることについて、事案に応じ、情報提供等を行うことが必要である。
また、被害者が外国人住民である場合についても対象となることに留意して適切に実施するこ
とが必要である。
ア 措置の目的
配偶者からの暴力、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為（例えば、生活
の本拠を共にする関係以外の交際相手からの暴力など）の被害者を保護するため、住民基本
台帳の一部の写しの閲覧、住民票の写し等の交付及び戸籍の附票の写しの交付について、不
当な目的により利用されることを防止する。
イ 申出の受付
市区町村長は、配偶者からの暴力、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為
の被害者から、ウに掲げる支援措置の実施を求める旨の申出を受け付ける。
申出を受け付けた市区町村長は、警察、支援センター、児童相談所等の意見を聴き、又は
裁判所の発令する保護命令の決定書の写し若しくはストーカー規制法に基づく警告等実施書
面等の提出を求めることその他適切な方法によって支援措置の必要性を確認し、市区町村長
において判断を行う。この支援措置の必要性の確認に当たっては、被害者の負担の軽減に留
意する。

イ 母子生活支援施設
同伴する子どもがいる被害者については、一時保護所を退所した後、必要な場合は母子生
活支援施設への入所の措置を講ずることが必要である。母子生活支援施設においては、適切
な職員を配置し、子どもの保育や教育等を含め、母子について心身の健康の回復や生活基盤
の安定化と自立に向けた支援を行うとともに、退所後についても相談その他の援助を行うこ
とが必要である。

_ 広域的な対応
被害者の支援については、加害者等の追及から逃れるため、都道府県域を越えて一時保護・
施設入所がなされる広域的な対応も増加しており、これら地方公共団体間の広域的な連携を円
滑に実施することが必要である。
ア 一時保護
一時保護における広域的な連携に関しては、被害者が支援を求めた婦人相談所と、被害者
が一時保護を希望する都道府県の婦人相談所とが連絡、調整を行いつつ、原則として、次の
取扱いが行われることが必要である。
Ê 被害者が他の都道府県の一時保護所等に移る際には、双方の婦人相談所が確認し、送り
出し側の職員等が同行支援すること。なお、事前に双方の婦人相談所の協議により、同行
支援の必要がないと判断した場合は、この限りではないこと。また、これに係る費用につ
いては、送り出し側が負担すること。

Ë 一時保護に係る費用は、受け入れ側の都道府県が負担すること。ただし、送り出し側の
都道府県が、一時保護委託施設と契約している場合を除くものとすること。
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